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7月30日（日）、東京・日本橋茅場町で、2017 年通常

総会が開催されました。

今年の総会は役員改選の年であり、6名の理事の交代があり

ました。特に2003 年の設立以来、団体を支えてくださった藤井

石根代表、横谷公雄副代表の退任は、PV-Netにとって大変

大きな変化となります。それを継ぐメンバーや新たな理事で、団

体の発展のために力を合わせていきたいと思います。団体として

の強みを活かしつつ、新たなスタッフで心と力を合わせて、社会の

課題に対処していくことを再確認し、決起する総会となりました。

☻ᴣ

東北6県交流会世話人代表@岩手県一関市。環境エネルギーへの関心から3.11 の東日本大震災と世界初の原

発震災を経験し遊休地利用・小型手造り太陽光発電所に到着。一関市民パワー発電所事業化検討地域協議

会では合同会社一関市民発電の登記・設計・施工・メンテナンスを担当。「千厩おもちゃの病院」院長としての顔や

ドキュメンタリー映画上映・ギター・唄の活動も。
菅原佐喜雄

2004 年の入会以来、神奈川地域交流会世話人を務めております。昨年開催したフォーラム神奈川では、市民電力

連絡会の竹村英明理事長と同窓であることがわかりました。今回、理事の推薦を受けましたが、理事会が重要な意

思決定機関であることは理解しています。PV-Net会員が入会していてよかったと思える組織が必要とされています。皆

でがんばっていきましょう。

佐藤次雄

今回、初めて理事になりました。中部地域でも市民共同発電所を建設を検討していきたいと思います。また、相談

室担当理事、調査研究室主任研究員としても太陽光発電の健全な普及・促進のために努めていきます。

会員の困っていることに寄り添った活動をしていきたいと思っています。改正FIT法への対応を含めた相談室の取り組み

として、太陽光発電所として実施しなければならないことや、発電量が低下してきた場合に早期に気が付くための方法、

気付いた時にどのような行動をとれるかを、できるだけ多くの会員に知っていただけるような活動を目指したいと思います。

高校教員をしつつ、水と食料の自給を目指していましたが、3.11 で被災した郷里の姿を見てエネルギー自給の必要

性を痛感。FIT導入前にパネルを設置し、PV-Netに加入。小諸エコビレッジ市民共同発電所には当初より関わり

活動してきました。浅学で力不足は否めませんが、普及広報部の担当理事として、あるべきエネルギーシフトとPV-

Netのさらなる発展に向けて情報発信していこうと思います。

これからは太陽光発電が重要な電力源のひとつになることはほぼ間違いないでしょう。太陽光発電の最大の課題は夜

間に発電できないことです。2019 年問題を含め、今後、蓄電が重要となります。PV-Netとして、自宅で消費するだけ

でなく、地域でパネルを持たない家庭に対しても、夜間に電気を供給できるようなシステムを構築することも考えていき

たいと思います。

佐藤次雄
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市民共同発電所のための保守点検研修会
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今年3月、静岡県伊豆の国市田中山の「でんきの森発電所」（50kW ）が稼働を始めました。

パネル1枚1枚のオーナーシップを強調することで共同発電所に、より親近感を持っていただけるよう、

PV-Net初となるパネルオーナー制度を採用し、250W のパネル216 枚を総勢51名の方にご購入

いただきました。すべてのパネルはPV-Netが借り受けて発電事業を行い、15年にわたって賃借料を

オーナーのみなさまにお支払いしていきます（15年目以降はPV-Netが買取り売電事業を継続）。

４月にはオーナーのみなさまと共に、発電所建設の際に間伐した木をホダ木にして、しいたけ菌を

打ち込むワークショプを行いました。10月には完成披露式を開催し、参加者はマイパネルの裏面に

メッセージを書き込みました。来年度以降は、発電した電気を新電力会社の「みんな電力」に販売

し、パネルオーナーやPV-Net会員がその電気を契約できるような仕組みをつくる予定です。
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2017 年4月よりFIT（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）に関する法律が改

正されました。それに伴う新制度への移行手続きについて、すべての会員に対して案内チラシ

を郵送したほか、ウェブサイトでの広報を行いました。10月には、朝日新聞夕刊の解説記事

に代表・都筑のコメントが掲載されたことで、一般ユーザーからの問い合わせ・相談への対応

が増え、手続きに困った人たちの駆け込み寺としての役割を担いました。

また、改正FIT法ではすべての太陽光発電のメンテンナンスが義務化されたことから、太陽

光発電ユーザーを対象としたセミナーの開催や講師派遣、今後の事業化を見据えた保守点

検研修会を実施しました。関連する取り組みとしては、資源エネルギー庁の「平成29 年度

新エネルギー等の導入促進のための広報等事業」を、神奈川県、（株）スマートエナジー、

PV-Netの三者共同で受託。神奈川県内の保守点検事業者を対象としたメンテナンスセミ

ナー（座学・実技）の開催や、太陽光発電事業が長期安定的に継続するための情報提

供と仕組みづくり（事業者データベースの作成・協議会の設置等）に取り組んでいます。

多くの住宅用太陽光発電オーナーが参加するPV-Netとしては、月の々発電量とカルテ情

報の記録がトラブルの予見につながる（＝メンテナンスになる）とともに、将来、システムを譲

渡・継承する際には欠かせないデータであることから、PV健康診断に必要な発電所・発電量

データの登録キャンペーンを、改めて強化していきます。

2016 年度より取り組んでいるNEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の委託事業では、太陽光発電の安全確保をテーマ

に「太陽光発電起因の火災・発火事故の一要因とされるBPD（バイパスダイオード）の故障実態調査」と「熊本地震下での太陽光発

電システムの被害状況と被害を受けた際の現場対応状況の調査」を行ってきました。

BPD故障調査は、住宅用を中心とした市場で実稼働中の太陽光発電システム･モジュールを対象とした国内でも初めての統計的調

査です。システムで約5％、モジュールで約0.3 ％という故障率データが得られ、加熱から火災に至る潜在的可能性のあるシステムがかな

りの数に上ると想定されることが明らかとなりました。
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住宅用太陽光発電オーナーが数多く参加するPV-Netの活動の主役は市民や地域です。財源不足や世話人（地域のコアスタッフ）

の固定化・高齢化などの課題があるなか、創意工夫で実践されている各地域の取り組みは、総会や地域代表者会議において紹介・共

有が行われ、次の活動へのヒントとなっています。

【各地域交流会で行われている独自の活動】 まちエネ大学の開催（東北）／撤去パネルの再活用（埼玉）／全天日射量による

発電量分析（千葉）／県との共同による幼稚園への発電所設置（埼玉）／ウェブサイトの開設（静岡）／世話人会の一般開放

（千葉）／ニュースレターの発行（神奈川）／小水力発電の建設（兵庫）／他団体主催セミナーへの講師派遣（東京）

また、NEDOプロジェクトとして実施されたBPD調査では、地域交流会の世話人が自地域の会員宅に直接伺い、測定を行いました。こ

のようにPV-Net会員の発電所の点検を地元でフォローできる体制をつくるべく、地域交流会の拡大にも力を入れています。
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災害被害調査は、熊本地震下での太陽光発電設備の被災状況や活用

状況を記録し、今後の地震対策や二次災害防止のために必要となる技術

課題やニーズを把握するために実施されました。メーカーや学会などでもこの

ような調査は行われず、今回の調査は、非常に意義深いものと言えます。

「太陽光発電の設置には最高レベルの耐震基準の確保を基本とすること」

「二次災害につながる家屋倒壊のケースや、避難時のブレーカの切りやす

さ、在宅避難時の自立運転の使いやすさなどを鑑みた、接続箱・パワコンの

設置箇所に関する指針の必要性」「架台の敷設方法によっては耐震性改

善に寄与する可能性」などについて、提言・推論として結論づけました。

NEDOプロジェクトとしては9月末で終了しましたが、BPD調査については、

産業技術総合研究所の依頼を受け、2月末まで追加調査を行います。調

査を希望される方は、ぜひともお申し込みください。

改正FIT法解説ページ
QRコード

マイパネルの裏にメッセージを記入

新耐震基準（1981 年基準）建てられた築22年の家屋
に、2015 年、後付けでPVシステムを設置したケース。1階部
分の激しい損壊と、太陽熱温水器が動いてしまったことによっ
てパネルのフレームの変形が確認された

パネルに故障や影が
生じた際、正常時は
電流を迂回させ、発
電量の低下を防ぐが、
BPDが故障していると、
影や故障部分に無理
やり電流を流すために
発熱。火災を引き起
こす危険性もある

朝日新聞10月10日付夕刊
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2016 年度は、スポット的な大型寄付があったこと

や、NEDOの委託事業が1,000 万円を超える事業

費となったことから、約380 万円の黒字となりました。

再エネ系新電力への切り替えサポートや、メンテナン

ス講座など、新規事業の開拓に力を注いでいますが、

一定の収益を生み出すまでに成長するには、もう少し

工夫と時間が必要です。

助成・委託事業の獲得も併せて注力していますが、

資金の使途に制限があること、また単年度ごとの契約

となるため、先の見通しが立ちづらいなどの不安定要

素は否めません。会の運営の基礎的な費用をまかな

うためには、会費や寄付など、資金の利用範囲の自

由度の高い収入源の確保が重要です。


